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１ 特別支援学級数等の推移 

（１） 各小学校における特別支援学級数の推移 

 
 

（２） 各小学校における特別支援学級在籍児童数の推移 

 
 

（３） 各中学校における特別支援学級数の推移 

 
 

（４） 各中学校における特別支援学級在籍生徒数の推移 

 

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

東部小学校 3 3 3 3 3 4 4 3

西部小学校 4 4 3 1 3 3 3 2

大曲小学校 4 3 3 2 2 2 3 3

西の里小学校 4 4 3 3 4 2 3 3

北の台小学校 3 3 3 3 3 3 3 3

大曲東小学校 3 3 3 3 2 2 2 2

双葉小学校 3 3 3 3 3 3 3 3

緑ヶ丘小学校 2 2 2 2 2 2 2 3

計 26 25 23 20 22 21 23 22

特別支援学級数の推移

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

東部小学校 17 16 16 15 19 23 20 17

西部小学校 7 9 8 4 6 8 5 5

大曲小学校 11 7 9 7 7 8 9 9

西の里小学校 16 14 15 15 16 14 15 15

北の台小学校 9 6 6 5 5 4 8 8

大曲東小学校 8 8 6 4 6 7 8 8

双葉小学校 11 9 9 9 9 5 5 11

緑ヶ丘小学校 7 6 5 4 2 3 4 6

計 86 75 74 63 70 72 74 79

特別支援学級在籍児童数の推移

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

東部中学校 2 3 4 3 3 3 2 2

西部中学校 2 2 2 4 4 4 2 2

大曲中学校 2 2 2 2 3 3 3 2

西の里中学校 2 2 2 2 2 2 2 2

広葉中学校 2 1 2 2 2 2 3 4

緑陽中学校 3 2 2 2 2 2 2 2

計 13 12 14 15 16 16 14 14

特別支援学級数の推移

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

東部中学校 9 15 15 16 10 10 9 15

西部中学校 2 2 3 6 6 6 5 4

大曲中学校 8 10 11 11 9 9 6 7

西の里中学校 5 8 8 7 6 6 8 11

広葉中学校 3 1 4 6 5 5 4 4

緑陽中学校 4 4 3 2 3 3 3 3

計 31 40 44 48 39 39 35 44

特別支援学級在籍生徒数の推移
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特別支援学級に在籍している児童生徒数の推移を比較すると、平成 24 年度の

児童数 3,485 人のうち特別支援学級在籍児童数が 86 人（2.47％）、令和元年度の

児童数 2,907 人のうち特別支援学級在籍児童数は 79 人（2.72％）平成 24 年度

の生徒数 1,792 人のうち特別支援学級在籍生徒数 31 人（1.73％）令和元年度の

生徒数 1,596 人のうち特別支援学級在籍生徒数 44 人（2.76％）となっています。 

このことから、児童生徒数が減少している傾向の中で特別な支援を要する児

童生徒数の割合は増えている傾向にありますが、各校における特別支援学級数

は障害種別により編制（1 学級あたりの上限は 8 人）することになるため、年度

による変動があるものの、1 学級から 4 学級程度の範囲になると考えられます。

なお、北広島市では、従来から地域で教育を受けることができる環境を重要視し、

事前の教育相談を行いながら、特別支援学級の新設に関わり教室数が不足する

場合などは、教室の増設、エレベーターや手すりの設置、シャワー室の設置など、

合理的配慮を踏まえ、個々の障がいの状況等に応じた教育環境の整備に努めて

います。 

 

２ 令和元年度と令和 6 年度（推計）における小学校の学級数の比較 

 
 ※北の台小学校は 1 教室、緑ヶ丘小学校は 4 教室を通級指導教室に使用して

います。大曲東小学校は令和元年度から 1 教室を通級指導教室に使用していま

す。 

 

３ 令和元年度と令和 12 年度（推計）における中学校の学級数の比較 

 

普通学級数
特別支援学

級数
合計 普通学級数

特別支援学

級数
合計

東部小学校 12 3 15 12 4 16

西部小学校 11 2 13 6 4 10

大曲小学校 15 3 18 12 4 16

西の里小学校 12 3 15 12 4 16

北の台小学校 12 3 15 10 4 14

大曲東小学校 15 2 17 12 4 16

双葉小学校 12 3 15 9 4 13

緑ヶ丘小学校 8 3 11 7 4 11

19

16

17※

25※

16

17※

令和元年度 令和6年度（推計）
普通教室数+転用可能と

思われる特別活動室

17

16

普通学級数
特別支援学

級数
合計 普通学級数

特別支援学

級数
合計

東部中学校 12 2 14 9 4 13

西部中学校 6 2 8 3 4 7

大曲中学校 14 2 16 10 4 14

西の里中学校 7 2 9 6 4 10

広葉中学校 7 4 11 3 4 7

緑陽中学校 3 2 5 3 4 7

11

19

11

11

8

令和元年度 令和12年度（推計）
普通教室数+転用可能と

思われる特別活動室

19
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４ 各地区の小中学校の状況 

 

 【北広島市における各地区のまちづくりの基本方針】 

 

 北広島市の各地区は、ＪＲ千歳線の沿線などの交通の利便性の高い地域に、

国有林を取り囲む形で市街地が形成されています。これらの市街地を中心とし

た、東部地区、西部地区、大曲地区、西の里地区、北広島団地地区、それぞれ

の地区がもつ特性や機能を考慮しながら計画的なまちづくりを進めることを、

北広島市総合計画（第５次）における各地区の基本方向としています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東部地区（2小 1中） 

東部小・北の台小 

東部中 

北広島団地地区（1

小 1 中） 

双葉小・広葉中 

東部中 

北広島団地地区（1

小 1 中） 

緑ヶ丘小・緑陽中 

東部中 

西の里地区（1 小 1

中） 

西の里小・西の里中 

東部中 

大曲地区（2小 1中） 

大曲小・大曲東小 

大曲中 

西部地区（1小 1中） 

西部小・西部中 
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（１）東部地区（東部中学校区：東部小学校・北の台小学校・東部中学校） 

  

【地区の概要】 

東部地区は、明治１７年(１８８４年)、一村形成の志を抱いた和田郁次郎ら

広島県人の集団入植によって開拓が始まった本市発祥の地です。以降、ＪＲ千

歳線や道道江別恵庭線が整備され、高校、大学、芸術文化ホール、図書館等の

文教施設、市役所等の公共機関、金融機関、商業施設などが集積する市の中心

的な地区として発展してきました。 

市街地の近くには国有林をはじめとする豊かな森林が広がっており、自然景

観や眺望に恵まれた場所に宿泊施設や温泉施設が立地しているほか、市街地内

には輪厚川が流れており、親水空間化されています。 

 

① 令和元年度と令和 6 年度（推計）における小学校の学級数の比較 

 
 

② 東部地区の児童数を小学校の児童数とした場合の学校規模の比較 

 
 

③ 令和元年度と令和 6 年度、令和 12 年度（推計）における中学校の学級数

の比較 

 
 

 

 

 

学級数 児童数 学級数 児童数 学級数 児童数 学級数 児童数

東部小学校 12 353 3 17 12 356 4 18

北の台小学校 12 376 3 8 10 285 4 7

普通学級数 特別支援学級数 普通学級数 特別支援学級数

令和元年度 令和6年度

学級数 児童数 学級数 児童数 学級数 児童数 学級数 児童数

東部中学校区

小学校
22 729 5 25 19 641 5 25

令和元年度 令和6年度

普通学級数 特別支援学級数 普通学級数 特別支援学級数

学級数 生徒数 学級数 生徒数 学級数 生徒数 学級数 生徒数 学級数 生徒数 学級数 生徒数

東部中学校 12 429 2 15 11 379 4 13 9 284 4 13

令和12年度

普通学級数 特別支援学級数

令和元年度 令和6年度

普通学級数 特別支援学級数 普通学級数 特別支援学級数
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（２）西部地区（西部中学校区：西部小学校・西部中学校） 

  

【地区の概要】 

 西部地区は、明治６年(１８７３年)に開通した札幌本道（現在の国道３６

号）の沿道に集落が形成され、昭和後期からは民間の宅地開発などにより住宅

地の整備が進み、人口が増加しました。この地区は、明治初期からの開拓の歴

史をもつ地区であり、中山久蔵による稲作の成功を讃えた寒地稲作発祥の地の

碑や旧島松駅逓所やクラーク記念碑など北海道の開拓史上、重要な史跡が保存

されています。 

地区を南北に道央自動車道、国道36 号が通っており、北側では羊ヶ丘通の

整備が進んでいます。また、広域幹線道路の沿道という交通の利便性を生か

し、輪厚工業団地が造成され、多くの企業の立地が促進されています。 

 

① 令和元年度と令和 6 年度（推計）における小学校の学級数の比較 

 
 

② 令和元年度と令和 6 年度、令和 12 年度（推計）における中学校の学級数

の比較 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学級数 児童数 学級数 児童数 学級数 児童数 学級数 児童数

西部小学校 11 275 2 7 6 181 4 7

令和元年度 令和6年度

普通学級数 特別支援学級数 普通学級数 特別支援学級数

学級数 生徒数 学級数 生徒数 学級数 生徒数 学級数 生徒数 学級数 生徒数 学級数 生徒数

西部中学校 6 173 2 4 6 124 4 5 3 93 4 5

令和元年度 令和6年度 令和12年度

普通学級数 特別支援学級数 普通学級数 特別支援学級数 普通学級数 特別支援学級数
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（３）大曲地区（大曲中学校区：大曲小学校・大曲東小学校・大曲中学校） 

 【地区の概要】 

 大曲地区は、明治６年(１８７３年)に札幌本道（現在の国道３６号）が開通

し、現在の国道３６号と道道栗山北広島線の交差点付近に集落が形成されまし

た。昭和４０年代から民間の宅地開発などにより人口が増加し、古くからの住 

宅地と新しい住宅地が混在する地区となっています。 

地区内を南北に道央自動車道、国道３６号、羊ヶ丘通などの広域幹線道路が

通り、札幌市や新千歳空港などを結ぶ交通の要衝となっています。 

昭和３９年(１９６４年)に企業立地が始まった大曲工業団地をはじめ、昭和

６１年(１９８６年)に大曲新工業団地、平成３年度(１９９１年度)に大曲第３

工業団地の立地が始まり、恵まれた立地条件を生かし、現在約１７０社の企業 

が立地し操業しています。 

近年、大型ショッピングモールなどの進出により、新たな商圏が形成されてい

ます。 

 

① 令和元年度と令和 6 年度（推計）における小学校の学級数の比較 

 
 

② 大曲地区の児童数を小学校の児童数とした場合の学校規模の比較（令和

元年度と令和 6 年度（推計）の比較） 

 
 

③ 令和元年度と令和 6 年度、令和 12 年度（推計）における中学校の学級数

の比較 

 

学級数 児童数 学級数 児童数 学級数 児童数 学級数 児童数

大曲小学校 15 462 3 9 12 394 4 9

大曲東小学校 15 476 2 8 12 389 4 7

令和元年度 令和6年度

普通学級数 特別支援学級数 普通学級数 特別支援学級数

学級数 児童数 学級数 児童数 学級数 児童数 学級数 児童数

大曲中学校区

小学校
27 938 4 17 23 783 4 16

令和元年度 令和6年度

普通学級数 特別支援学級数 普通学級数 特別支援学級数

学級数 生徒数 学級数 生徒数 学級数 生徒数 学級数 生徒数 学級数 生徒数 学級数 生徒数

大曲中学校 14 460 2 7 14 496 4 9 10 354 4 9

令和元年度 令和6年度 令和12年度

普通学級数 特別支援学級数 普通学級数 特別支援学級数 普通学級数 特別支援学級数
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（４）西の里地区（西の里中学校区：西の里小学校・西の里中学校） 

 

 【地区の概要】 

 西の里地区は、明治２８年(１８９５年)頃からの入植により集落が形成され

てきました。昭和４５年(１９７０年)からの西の里団地の造成を契機に計画的

に住宅地が形成され、平成８年(１９９６年)には土地区画整理事業による住宅

地ができ、人口が増加してきました。 

地区の南側には、江別市側から連なる天然記念物である野幌原始林を含む国

有林が広がるなど、豊かな自然に囲まれた地区となっています。 

国道２７４号沿いは、コンビニエンスストアなどの沿道型サービス施設が立

地しています。また、通勤・通学等のためＪＲ上野幌駅の利用者が増えていま

す。 

この地区には特別養護老人ホームや児童養護施設など社会福祉施設が集中し

ています。このため、地域でともに支えあい生活するためのさまざまな事業や

ボランティア活動が展開され、福祉やノーマライゼーション※1 のモデル的な

地区となっています。 

 

① 令和元年度と令和 6 年度（推計）における小学校の学級数の比較 

 
 

② 令和元年度と令和 6 年度、令和 12 年度（推計）における中学校の学級数

の比較 

 
 

 

※1 ノーマライゼーション：障がいの有無にかかわらず、すべての人が地域社会の中で生

活をともにするのが正常なことであり、本来の望ましい姿であるとする考え方。それに向

けた運動や施策なども含む。 

 

 

 

学級数 児童数 学級数 児童数 学級数 児童数 学級数 児童数

西の里小学校 12 379 3 15 12 308 4 15

令和元年度 令和6年度

普通学級数 特別支援学級数 普通学級数 特別支援学級数

学級数 生徒数 学級数 生徒数 学級数 生徒数 学級数 生徒数 学級数 生徒数 学級数 生徒数

西の里中学校 7 204 2 11 6 181 4 8 6 151 4 8

令和元年度 令和6年度 令和12年度

普通学級数 特別支援学級数 普通学級数 特別支援学級数 普通学級数 特別支援学級数
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（５）北広島団地地区（広葉中学校区：双葉小学校・広葉中学校、緑陽中学校

区：緑ヶ丘小学校・緑陽中学校） 

 【地区の概要】 

 北広島団地地区は、北海道営の住宅団地として昭和４５年(１９７０年)に着

工され、緑が豊かでゆとりある住環境を備えた住宅団地として成長してきまし

た。しかし、近年の少子高齢化の進展に伴い、住民の年齢構成が偏るなど、人

口減少と高齢化が急速に進行しています。 

地区内には総合公園や近隣公園、歩行者・自転車専用道路（トリムコース）

などが整備されており、レクリエーションの環境が充実しています。 

 

① 令和元年度と令和 6 年度（推計）における小学校の学級数の比較 

 
 

② 北広島団地地区の児童数を小学校の児童数とした場合の学校規模の比較 

 
 

③ 令和元年度と令和 6 年度、令和 12 年度（推計）における中学校の学級数

の比較 

 
 

④ 北広島団地地区の生徒数を中学校の生徒数とした場合の学校規模の比較 

 

学級数 児童数 学級数 児童数 学級数 児童数 学級数 児童数

双葉小学校 12 287 3 11 9 249 4 9

緑ヶ丘小学校 8 217 3 6 7 205 4 5

令和元年度 令和6年度

普通学級数 特別支援学級数 普通学級数 特別支援学級数

学級数 児童数 学級数 児童数 学級数 児童数 学級数 児童数

北広島団地地

区小学校
17 504 5 17 14 454 4 14

令和元年度 令和6年度

普通学級数 特別支援学級数 普通学級数 特別支援学級数

学級数 生徒数 学級数 生徒数 学級数 生徒数 学級数 生徒数 学級数 生徒数 学級数 生徒数

広葉中学校 7 195 4 4 6 140 4 4 3 103 4 4

緑陽中学校 3 82 2 3 5 117 4 4 3 97 4 4

令和元年度 令和6年度 令和12年度

普通学級数 特別支援学級数 普通学級数 特別支援学級数 普通学級数 特別支援学級数

学級数 児童数 学級数 児童数 学級数 児童数 学級数 児童数 学級数 児童数 学級数 児童数

北広島団地地

区中学校
8 277 4 7 9 257 4 8 6 200 4 8

令和12年度

普通学級数 特別支援学級数

令和元年度 令和6年度

普通学級数 特別支援学級数 普通学級数 特別支援学級数
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５ 小学校及び中学校の適正規模の検討にあたっての考慮すべき視点について 

 

① 法令上、学校規模の標準は学級数により設定されており、小・中学校とも

に「12学級以上18学級以下」が標準とされています。この標準は「特別な

事情があるときはこの限りでない」という弾力的なものとなっています。 

 

② 学級編制の基準は、義務標準法（公立義務教育諸学校の学級編制及び教職

員定数の標準に関する法律）に規定され、この法律を基に都道府県教育委

員会が学級編制の基準を設定しています。 

 

③ 改訂された小・中学校学習指導要領において示された「新しい時代に必要

となる資質・能力の育成と、学習評価の充実」を図るために、各学校にお

ける「カリキュラム・マネジメント」の実現が求められています。 

 

④ カリキュラム・マネジメントでは、各教科等の教育内容を相互の関係で捉

え、必要な教育内容を組織的に配列し、更に必要な資源を投入する営みが

重要となります。個々の教育活動を教育課程に位置付け、教育活動相互の

関係を捉え、教育課程全体と各教科等の内容を往還させる営みが、「カリキ

ュラム・マネジメント」を支えることになり、特に、特別活動や総合的な

学習の時間の実施に当たっては、カリキュラム・マネジメントを通じて、

子どもたちにどのような資質・能力を育むかを明確にすることが不可欠で

あるとされています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各教科 
特別の教科

道徳 

総合的な

学習の時

間 

特別活動 外国語活動 

 学級活動などの集団活動をいかすとともに、活動内容や教科等に応じ加配

定数や担任外・地域人材などによる少人数指導や習熟度別指導等を実施する

など、教科等横断的な学習を充実するため、各学校におけるカリキュラム・

マネジメントの確立が重要視されています。 
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⑤ 標準規模未満または標準規模を超えた学校といっても、実際には抱える課

題等に大きな違いがあります。このため、学校規模適正化の検討に際して

は、標準規模を下回るまたは上回るか否かだけでなく、具体的にどのよう

な教育上の課題があるのかを考えていく必要があります。 

 

⑥ さらに、実際の小・中学校の教育活動に着目すれば、同じ学級数の学校で

あっても、児童生徒の実数により、教育活動の展開の可能性や児童生徒へ

の影響は大きく異なってきます。このため、学校規模の適正化に当たって

は、法令上標準が定められている学級数に加え、1学級当たりの児童生徒

数、それらの将来推計などの観点も合わせて総合的な検討を行うことが求

められています。 

 

⑦ 上記のほか、様々な事情から適正規模化を進めることが困難であると考え

る地域や、小規模校のまま存続させることが必要である地域も存在するこ

とから、その場合は、教育の機会均等とその水準の維持向上という義務教

育制度の本旨に鑑み、小規模校のデメリットを最小化し、メリットを最大

化する方策を計画的に講じる必要があります。 

 

このことから、小学校及び中学校の適正規模の検討を行う視点について

は、教育の機会均等とその水準の維持向上という義務教育制度の本旨を踏

まえ、文部科学省作成の「公立小学校・中学校の適正規模・適正配置等に

関する手引き」に基づき、北広島市の子どもたちにとってよりよい教育環

境を整える観点から検討することが必要と考えられます。 

【検討の具体例】 

① 子どもたちにとって、教育面、学校運営面において、よりよい教育環境とな

る学校規模の範囲を検討 

② ①で検討した学校規模の範囲を上回るまたは下回る場合に配慮すべき基本

的事項等の検討 

 

 

上記①②を踏まえて、現状の学校にどのような課題があるかについて

は、学校の適正規模を検討したうえで個別に行っていく。 

 

※既存の学校施設の教室数を前提に学校規模を検討した場合、少人数指導や習熟度別指導等の空き教室の確保などを含

めない教室数等で検討することとなり、必ずしも子どもたちにとってよりよい教育環境にならない場合があります。 

今年度の通学区域審議

会で検討する事項 

適正規模を定めたうえ

で検討する事項 
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６ 学級規模による小学校の具体例 

 

（１）小学校の例：普通学級6学級、特別支援学級4学級 

 1年 2年 3年 4年 5年 6年 
特別支

援学級 
計 

児童数 31 32 30 29 23 36 7 188 

学級数 1 1 1 1 1 1 4 10 

教職員配置 

校長 教頭 教諭 特別支援

教諭 

養護教諭 事務職員 栄養教諭 計 

1 1 7 5 1 1 1/4 16.25人 

教諭の内訳 学級担任6人（担任外1人）、特別支援学級担任4人（担任外1人） 

 

【考えられる効果】 

・全教職員による児童一人ひとりの把握がしやすい。 

・異学年活動を行いやすい。 

・保護者や地域社会との連携が図りやすい。 

【考えられる課題】 

・クラス替えができない。 

・クラス同士が切磋琢磨する教育活動ができない。 

・加配なしには、少人数指導や習熟度別指導などクラスの枠を超えた多様な指

導形態がとりにくい。（担任外の教員が1人） 

・生徒指導上課題がある子供の問題行動にクラス全体が大きく影響を受ける場

合がある。 

・学年会や教科会等が成立しなく、教員同士が切磋琢磨する環境を作りにく

い。 

・体育科の球技や音楽科の合唱・合奏のような集団学習の実施に制約が生じ

る。 

・平日の校外研修研修や他校で行われる研究協議会等に参加することが困難と

なる。 

・児童生徒の人間関係や相互の評価が固定化しやすい。 

・進学等の際に大きな集団への適応に困難を来す可能性がある。 

・子ども一人あたりにかかる経費が大きくなりやすい。 

・PTA活動における保護者一人当たりの負担が大きくなりやすい。 
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（２）小学校の例：普通学級12学級、特別支援学級4学級 

 1年 2年 3年 4年 5年 6年 
特別支

援学級 
計 

児童数 63 60 51 60 60 62 18 374 

学級数 2 2 2 2 2 2 4 16 

1学級当

たり 
31.5 30 25.5 30 30 31 4.5  

教職員配置 

校長 教頭 教諭 特別支援

教諭 

養護教諭 事務職員 栄養教諭 計 

1 1 13 5 1 1 1/4 22.25人 

教諭の内訳 学級担任12人（担任外1人）、特別支援学級担任4人（担任外1人） 

 

【考えられる効果】 

・全教職員による児童一人ひとりの把握がしやすい。 

・クラス替えが可能となる。 

・児童同士の人間関係や児童生徒と教員との人間関係に配慮した学級編制がで

きる。 

・異学年活動を行いやすい。 

・保護者や地域社会との連携が図りやすい。 

・学級の枠を超えた学校内での教員の役割分担による専科指導が可能となりや

すい。 

・児童を多様な意見に触れさせることができる。 

・新たな人間関係を構築する力を身に付けさせることができる。 

・クラス替えを契機として児童生徒が意欲を新たにすることができる。 

・学級同士が切磋琢磨する環境を作ることができる。 

・学年会や教科会等の成立により、教員同士が切磋琢磨する機会が作りやす

い。 

・体育科の球技や音楽科の合唱・合奏のような集団学習が可能となる。 

・PTA活動において、役割分担により、保護者の負担を分散しやすい。 

【考えられる課題】 

・担任外が一人のため、平日の校外研修や他校で行われる研究協議会等に参加

しづらい。 

・加配なしでは、習熟度別少人数指導等が実施しづらい。 
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（３）小学校の例：普通学級19学級、特別支援学級4学級 

 1年 2年 3年 4年 5年 6年 
特別支

援学級 
計 

児童数 93 103 88 117 115 125 25 666 

学級数 3 3 3 3 3 4 5 24 

1学級当

たり 
31 34.3 29.3 39 38.3 31.25 5  

教職員配置 

校長 教頭 教諭 特別支援

教諭 

養護教諭 事務職員 栄養教諭 計 

1 1 21 6 1 1 1/4 31.25人 

教諭の内訳 学級担任19人（担任外2人）、特別支援学級担任5人（担任外1人） 

 

【考えられる効果】 

・クラス替えが可能となる。 

・児童同士の人間関係や児童生徒と教員との人間関係に配慮した学級編制がで

きる。 

・学級の枠を超えた習熟度別指導や学年内での教員の役割分担による専科指導

が可能となる。 

・児童を多様な意見に触れさせることができる。 

・新たな人間関係を構築する力を身に付けさせることができる。 

・クラス替えを契機として児童生徒が意欲を新たにすることができる。 

・学級同士が切磋琢磨する環境を作ることができる。 

・学年会や教科会等の成立により、教員同士が切磋琢磨する機会が作りやす

い。 

・体育科の球技や音楽科の合唱・合奏のような集団学習が可能となる。 

・PTA活動において、役割分担により、保護者の負担を分散しやすい。 

【考えられる課題】 

・全教職員による各児童一人ひとりの把握が難しくなりやすい。 

・学校行事や部活動等において、児童一人ひとりの個別の活動機会を設定しに

くい。 

・異学年間の交流が不十分になりやすい。 

・教職員相互の連絡調整が図りづらい。 

・保護者や地域社会との連携が難しくなりやすい。 
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７ 学級規模による中学校の具体例 

 

（１）中学校の例：普通学級3学級、特別支援学級4学級 

 1年 2年 3年 
特別支

援学級 
計 

生徒数 31 32 30 5 98 

学級数 1 1 1 4 7 

教職員配置 

校長 教頭 教諭 特別支援

教諭 

養護教諭 事務職員 栄養教諭 計 

1 1 7 5 1 1 1/3 16.33人 

教諭の内訳 学級担任3人（担任外4人）、特別支援学級担任4人（担任外1人） 

 

【考えられる効果】 

・全教職員による生徒一人ひとりの把握がしやすい。 

・保護者や地域社会との連携が図りやすい。 

・異学年活動を行いやすい。 

【考えられる課題】 

・クラス替えができない。 

・クラス同士が切磋琢磨する教育活動ができない。 

・免許外指導が生じる。 

・生徒指導上課題がある子供の問題行動にクラス全体が大きく影響を受ける場

合がある。 

・学年会や教科会等が成立しなく、教員同士が切磋琢磨する環境を作りにく

い。 

・体育科の球技や音楽科の合唱・合奏のような集団学習の実施に制約が生じ

る。（特に中学生の場合、男女の体力差等により体育の授業における運動量な

ど一層の工夫が必要となる。） 

・生徒の人間関係や相互の評価が固定化しやすい。 

・進学等の際に大きな集団への適応に困難を来す可能性がある。 

・子ども一人あたりにかかる経費が大きくなりやすい。 

・PTA活動における保護者一人当たりの負担が大きくなりやすい。 

・クラブ活動や部活動の種類が限定される。 
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（２）中学校の例：普通学級6学級、特別支援学級4学級 

 1年 2年 3年 
特別支

援学級 
計 

生徒数 50 47 54 8 159 

学級数 2 2 2 4 10 

1 学 級

あたり 
25 23.5 27 2  

教職員配置 

校長 教頭 教諭 特別支援

教諭 

養護教諭 事務職員 栄養教諭 計 

1 1 9 5 1 1 1/3 18.33人 

教諭の内訳 学級担任6人（担任外3人）、特別支援学級担任4人（担任外1人） 

 

【考えられる効果】 

・クラス替えが可能となる。 

・生徒同士の人間関係や児童生徒と教員との人間関係に配慮した学級編制がで

きる。 

・学級の枠を超えた習熟度別指導や学年内での教員の役割分担による専科指導

が可能となる。 

・生徒を多様な意見に触れさせることができる。 

・新たな人間関係を構築する力を身に付けさせることができる。 

・クラス替えを契機として児童生徒が意欲を新たにすることができる。 

・学級同士が切磋琢磨する環境を作ることができる。 

・体育科の球技や音楽科の合唱・合奏のような集団学習が可能となる。 

・教員一人当たりの授業時数が多い傾向となる。（国語週22時間、数学週22時

間、理科週22時間、外国語週24時間 ※これらに加え特別な教科道徳、総合的

な学習の時間、特別活動などが加算される。） 

・PTA活動において、役割分担により、保護者の負担を分散しやすい。 

・全教職員による生徒一人ひとりの把握がしやすい。 

・保護者や地域社会との連携が図りやすい。 

【考えられる課題】 

・免許外指導が生じる。 

・教科会等が成立しなく、教員同士が切磋琢磨する環境を作りにくい。 

・クラブ活動や部活動の種類がやや限定される。 
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（３）中学校の例：普通学級9学級、特別支援学級4学級 

 1年 2年 3年 
特別支

援学級 
計 

生徒数 93 103 88 13 297 

学級数 3 3 3 4 13 

1 学 級

あたり 
31 34.3 29.3 3.3  

教職員配置 

校長 教頭 教諭 特別支援

教諭 

養護教諭 事務職員 栄養教諭 計 

1 1 14 5 1 1 1/3 23.33人 

教諭の内訳 学級担任9人（担任外5人）、特別支援学級担任4人（担任外1人） 

 

【考えられる効果】 

・クラス替えが可能となる。 

・免許外指導が解消できる。 

・生徒同士の人間関係や児童生徒と教員との人間関係に配慮した学級編制がで

きる。 

・学級の枠を超えた習熟度別指導や学年内での教員の役割分担による専科指導

が可能となる。 

・生徒を多様な意見に触れさせることができる。 

・新たな人間関係を構築する力を身に付けさせることができる。 

・クラス替えを契機として児童生徒が意欲を新たにすることができる。 

・学級同士が切磋琢磨する環境を作ることができる。 

・体育科の球技や音楽科の合唱・合奏のような集団学習が可能となる。 

・PTA活動において、役割分担により、保護者の負担を分散しやすい。 

・学年会や教科会等が成立し、教員同士が切磋琢磨する環境を作ることができ

る。 

・クラブ活動や部活動に対応できる体制が可能となる。 

【考えられる課題】 

・保護者や地域社会との連携がやや図りづらい。 
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（４）中学校の例：普通学級17学級、特別支援学級4学級 

 1年 2年 3年 
特別支

援学級 
計 

児童数 205 197 234 21 657 

学級数 6 5 6 4 21 

1 学 級

あたり 
34.2 39.4 39 5.3  

教職員配置 

校長 教頭 教諭 特別支援

教諭 

養護教諭 事務職員 栄養教諭 計 

1 1 26 5 1 2 1/3 36.33人 

教諭の内訳 学級担任17人（担任外9人）、特別支援学級担任4人（担任外1人） 

 

【考えられる効果】 

・クラス替えが可能となる。 

・免許外指導が解消でき、指導時数の多い国語、社会、数学、理科、英語の教

員が、それぞれ専門教科の指導において1つの学年を受け持ちやすくなる。 

・生徒同士の人間関係や児童生徒と教員との人間関係に配慮した学級編制がで

きる。 

・学級の枠を超えた習熟度別指導や学年内での教員の役割分担による専科指導

が可能となる。 

・生徒を多様な意見に触れさせることができる。 

・新たな人間関係を構築する力を身に付けさせることができる。 

・クラス替えを契機として児童生徒が意欲を新たにすることができる。 

・学級同士が切磋琢磨する環境を作ることができる。 

・体育科の球技や音楽科の合唱・合奏のような集団学習が可能となる。 

・PTA活動において、役割分担により、保護者の負担を分散しやすい。 

・学年会や教科会等が成立し、教員同士が切磋琢磨する環境を作ることができ

る。 

・クラブ活動や部活動に対応できる体制が可能となる。 

【考えられる課題】 

・全教職員による各生徒一人ひとりの把握がやや難しい。 

・教職員相互の連絡調整が図りづらくなりやすい。 

・保護者や地域社会との連携が難しくなりやすい。 
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８ 適正な学校規模を検討するうえでの答申案のひな型（適正規模を検討する

上での参考としてのひな型） 

 

 北広島市立小学校及び中学校の適正規模の答申案のひながたとして、１４ペ

ージの検討の具体例と平成18年度の答申を参考にした場合の例を参考に示しま

す。 

 

【参考のひな型】 

 北広島市では、子どもたちの教育面や学校運営面から総合的に検討し、適正

な学校規模は以下のとおりとする。 

 

小学校 

学級から  学級（1学年 学級から  学級） 

ただし、地域の実態を踏まえた適切な通学条件や通

学手段が確保されるとともに、学級数に見合った施設

設備が確保され、児童の教育環境に支障がないよう措

置されなければならない。 

中学校 

  学級から  学級（1学年 学級から  学級） 

 ただし、地域の実態を踏まえた適切な通学条件や通

学手段が確保されるとともに、学級数に見合った施設

設備が確保され、生徒の教育環境に支障がないよう措

置されなければならない。 

 

（１）小学校における観点 

・ 

・ 

・ 

・ 

・ 

（２）中学校における観点 

・ 

・ 

・ 

・ 

・ 
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